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【変更事項及び理由】 

 ○ 変更事項 

 

Ⅱ 計画事項 

第２ 森林の整備及び保全に関する基本的な事項 
１ 森林の整備及び保全の目標その他森林の整備及び保全に関する基本的な事項 

  

第３ 森林の整備に関する事項 

１ 森林の立木竹の伐採に関する事項（間伐に関する事項を除く。） 

２ 造林に関する事項 

７  委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施、森林施業の共同化その他森林施 

  業の合理化に関する事項 

 

第４ 森林の保全に関する事項 

１ 森林の土地の保全に関する事項 

  

 第６ 計画量等 

１ 間伐立木材積その他の伐採立木材積 

２ 間伐面積(再掲) 

３ 人工造林及び天然更新別の造林面積 

４ 林道の開設及び拡張に関する計画 

５ 保安林整備及び治山事業に関する計画 

 

 

（附）参考資料 

６ その他 

  持続的伐採可能量 

 

 

 ○ 変更理由 

   森林法第５条第１項に基づき策定した地域森林計画の一部を同法第５条  

５項の規定に基づき変更する。 

 なお、変更事項以外については、従前の計画書のとおりとする。  
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Ⅱ 計画事項 

第２ 森林の整備及び保全に関する基本的な事項 
１ 森林の整備及び保全の目標その他森林の整備及び保全に関する基本的な事項 
（１）森林の整備及び保全の目標 

森林の整備及び保全に当たっては、森林の有する多面的機能を総合的かつ高

度に発揮させるため、適正な森林施業の実施や森林の保全の確保により健全な森

林資源の維持造成を推進する。 

具体的には、森林の有する諸機能が発揮される場である「流域」を基本的な

単位として、森林の有する水源涵
かん

養、山地災害防止／土壌保全、快適環境形成、

保健・レクリエーション、文化、生物多様性保全及び木材等生産の各機能を高度

に発揮するための適切な森林施業の面的な実施、林道等の路網の整備、委託を受

けて行う森林施業又は経営の実施、保安林制度の適切な運用、治山施設の整備、

森林病害虫や野生鳥獣による被害対策などの森林の保護等に関する取組を推進す

る。 

その際、生物多様性の保全や地球温暖化の防止に果たす役割はもとより、豪

雨の増加等の自然環境の変化、急速な少子高齢化と人口減少、所有者不明森林や

整備の行き届いていない森林の存在等の社会的情勢の変化、にも配慮する。ま

た、近年の森林に対する国民の要請を踏まえ、花粉発生源対策を加速化するとと

もに、流域治水とも連携した国土強靱化対策を推進する。加えて、航空レーザ測

量等のリモートセンシングによる高精度な森林資源情報や詳細な地形情報の整備

により、現地調査の省力化や適切な伐採区域の設定、林道等の路網整備の効率

化、崩壊リスクが高い箇所における効果的な治山施設の配置等を推進する。あわ

せて、シカ等による森林被害も含めた森林の状況を適確に把握するための森林資

源のモニタリングの継続的な実施や、リモートセンシング及び森林ＧＩＳの効果

的な活用を図る。 

なお、各機能に応じた望ましい森林の姿については、次表のとおりとする。 

 
 
（３）計画期間において到達し、かつ、保持すべき森林資源の状態等 

                   （単位 面積：ｈａ 蓄積：㎥／ｈａ） 

区分 
現況 

（令和４年度末） 

計画期末 

（令和１４年度末） 

面積 

育成単層林 30,165  29,363 

育成複層林 1､023  2,535 

天然生林 33,446 32,736 

計 64,634 64,634 

森林蓄積 309 322 

注 育成単層林、育成複層林及び天然生林の区分 
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① 育成単層林 

森林を構成する林木を皆伐により伐採し、単一の樹冠層を構成する森林として人為
※

1
により成立させ維持される森林。例えば、植栽によるスギ・ヒノキ等からなる森林。 

②  育成複層林 

森林を構成する林木を帯状若しくは群状又は単木で伐採し、一定の範囲又は同一空間

において複数の樹冠層
※2
を構成する森林として人為により成立させ維持される森林。例

えば、針葉樹を上木とし、広葉樹を下木とする森林。 

③  天然生林※3 

主として天然力
※4
を活用することにより成立させ維持される森林。 

※１  「人為」とは、目的に応じ、植栽、更新補助(天然下種更新のための地表のかき起

こし・刈払い等）、芽かき、下刈、除伐等の保育及び間伐等の作業を行うこと 

※２  「複数の樹冠層」とは、林齢や樹種の違いから樹木の高さが異なることにより生ず

るもの 

※３ 「天然生林」には、未立木地、竹林等を含む 

※４  「天然力」とは、自然に散布された種子が発芽・生育することをいう 

 
第３ 森林の整備に関する事項 

１ 森林の立木竹の伐採に関する事項（間伐に関する事項を除く。） 
（１）立木の伐採（主伐）の標準的な方法に関する指針 

立木の伐採のうち主伐については、更新を伴う伐採であり、その方法につい

ては、皆伐、択伐の別に定める。 
主伐に当たっては、森林の有する公益的機能の発揮と森林生産力の維持増進

に配慮して行うこととし、伐採跡地が連続することがないよう、伐採跡地間に
は、少なくとも周辺森林の成木の樹高程度の幅を確保する。 

主伐時における伐採・搬出等に当たっては、「主伐時における伐採・搬出指
針の制定について」（令和３年３月 16日付け２林整整第 1157号林野庁長官通
知）を参考に、土砂の流出等を未然に防止し、林地保全を図るとともに、生物
多様性の保全にも配慮しつつ伐採・搬出後の林地の更新を妨げないよう配慮す
る。 

伐採後の適確な更新の確保に当たっては、あらかじめ適切な更新方法を計画
し、その方法を勘案して伐採を行うとともに、地拵えや植栽等の造林作業、天

然稚樹の生育の支障とならないよう枝条類を整理する。特に伐採後の更新を天
然更新による場合は、天然稚樹の生育状況、母樹の保存、種子の結実等に配慮
する。 

また、林地の保全、落石等の防止、寒風害等の各種被害の防止及び風致の維
持並びに渓流周辺や尾根筋等の森林における生物多様性の保全等のため必要が
ある場合には、人工林・天然林を問わず所要の保護樹帯を設置する。 

さらに、花粉の発生源となるスギ等の人工林の伐採・植替え等を促進する。 
なお、立木の伐採（主伐）の標準的な方法は、立木の伐採（主伐）を行う際

の規範として市町村森林整備計画において定められるものとする。 
 

２ 造林に関する事項 
（１）人工造林に関する指針 

人工造林については、植栽によらなければ適確な更新が困難な森林や公益的
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機能の発揮の必要性から植栽を行うことが適当である森林、木材等生産機能の
発揮が期待され、将来にわたり育成単層林として維持する森林において、適確
な更新の確保を図るために行う。 
また、花粉発生源対策の加速化を図るため、花粉の少ない苗木（無花粉苗

木、少花粉苗木、低花粉苗木及び特定苗木をいう。以下同じ。）の植栽、広葉
樹の導入等に努める。 

ア 人工造林の対象樹種に関する指針 
人工造林の対象樹種は、適地適木を原則として、郷土樹種も考慮に入れて、

気象、地形、土壌等の自然条件等に適合するとともに、木材需要にも配慮した
樹種を選定する。 

また、特に成長に優れ、造林の省力化・低コスト化及び収穫までの期間短縮

が期待できるエリートツリーや早生樹の導入を促すとともに、花粉の少ない苗

木の増加に努める。 

なお、人工造林の対象樹種は、人工造林を行う際の樹種選択の規範として市
町村森林整備計画において定められるものとする。 
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７ 委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施、森林施業の共同化その他森林
施業の合理化に関する事項 

       森林施業の合理化については、計画区内の市町、森林・林業・木材産業関係者

の合意形成を図りつつ、以下の方針に基づき、地域の実状を勘案して計画的かつ総

合的に推進する。 

（１）森林の経営の受委託等による森林の経営規模の拡大及び森林施業の共同化に関す

る方針 

森林の経営の受委託等による森林の経営規模の拡大にあたっては、市町、森林組

合等との緊密な連携のもと、不在村森林所有者を含めた森林所有者等への働き

かけを行うとともに、長期の施業の受委託などにより施業集約化に取り組む森

林組合等に対する情報提供、助言・あっせんや地区意見交換会等を通じた合意

形成等により、長期の施業等の委託を進め、林業経営の委託への転換を目指す

ものとする。その際、長期の施業等の委託が円滑に進むよう、林地台帳制度等

の運用による森林所有者情報の精度向上を図るとともに、その情報提供を促進

する。あわせて、航空レーザ計測・解析等により新たに整備した森林資源情報

の公開についても促進する。 

また、森林施業の共同実施、作業路網の維持運営等を内容とする施業実施協

定の締結等により、森林所有者等の共同による施業の確実な実施の促進を図

る。 

さらに、これらの取組に加え、森林経営管理制度を円滑に運用し、林業経営

の効率化と森林管理の適正化を一体的に促進するため、森林組合等の林業関係

者と共通認識を図り、地域全体で取組が進むよう、推進体制を整備するととも

に、市町の実情に即した推進方策を定め、地元説明会や意向調査等を行うな

ど、意欲と能力のある林業経営者への森林の集積に向けた取組を段階的に実施

する。 

あわせて、今後、森林の適切な整備及び保全を推進するための条件整備とし

て、境界の整備など森林管理の適正化を図る。 

（２）林業に従事する者の養成及び確保に関する方針 

林業に従事する者の養成及び確保にあたっては、就業相談会の開催、就業体

験等の実施及び技能・技術の習得のための計画的な研修の実施等による林業就

業者のキャリア形成支援により、段階的かつ体系的な人材育成を促進するとと

もに、県が定める「林業労働力の確保の促進に関する基本計画」を踏まえ、林

業労働力の確保に総合的に取り組む。また、林業従事者の通年雇用化や社会保

険の加入促進、技能等の客観的評価の促進等により、他産業並みの労働条件の

確保等雇用管理の改善並びに事業量の安定確保、生産性の向上等による事業の

合理化を一体的・総合的に促進するとともに、その支援体制の整備に努める。 

これらと合わせ、森林組合等の事業連携等や林業経営体の法人化・協業化等

の促進を通じた経営基盤及び経営力の強化等により、長期にわたり持続的な経

営を実現できる林業経営体を育成するとともに、林家等に対する経営手法・技

術の普及指導に積極的に取り組む。 
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（４）林産物の利用の促進のための施設の整備に関する方針 
ア  木材加工・流通体制の整備 

木材加工・流通体制の整備については、地域における木材の需給や森林資源
の保続を確保する取組の実施状況等を踏まえて、木材加工流通施設の高効率
化、規模拡大、工務店等との連携による特色ある取組等を通じ、建築、土木、
製紙、エネルギー等の多様な分野における需要者のニーズに即した品質及び強
度性能の明確な木材製品を低コストで安定的に供給し得る体制の整備に努め
る。 
また、合法的に伐採されたことが確認できた木材・木材製品を消費者・実需

者が選択できるよう、令和５年に改正された合法伐採木材等の流通及び利用の
促進に関する法律（平成２８年法律第４８号）に基づき、合法伐採木材等の流

通及び利用について、関係者一体となって推進するよう努める。 

 

第４ 森林の保全に関する事項 
１ 森林の土地の保全に関する事項 

（３）土地の形質の変更に当たって留意すべき事項 

           土地の形質の変更に当たっては、調和のとれた快適な地域環境の整備を推進

する観点に立って森林の適正な保全と利用との調整を図ることとし、地域にお

ける飲用水等の水源として依存度の高い森林、良好な自然環境を形成する森林

等安全で潤いのある居住環境の保全及び形成に重要な役割を果たしている森林

の他用途への転用は、極力避ける。 

また、土石の切取り、盛土その他の土地の形質の変更を行う場合には、気

象、地形及び地質等の自然的条件、地域における土地利用及び森林の現況並び

に土地の形質変更の目的及び内容を総合的に勘案し、実施地区の選定を適切に

行う。 

さらに、土砂の流出又は崩壊、水害等の災害の発生をもたらし、又は地域に

おける水源の確保、環境の保全に支障を来すことのないよう、その態様等に応

じ、法面の緑化、土留工等の防災施設及び貯水池等の設置、環境の保全等のた

めの森林の適正な配置等の適切な措置を講ずる。 

なお、太陽光発電設備を設置する場合には、小規模な林地開発でも土砂流出

の発生割合が高いこと、太陽光パネルによる地表面の被覆により雨水の浸透能

や景観へ及ぼす影響が大きいこと等の特殊性を踏まえ、許可が必要とされる面

積規模の引き下げや適切な防災施設の設置、など開発行為の許可基準の適正な

運用を行うとともに、地域住民の理解を得るための取組の実施等に配慮する。 

加えて、盛土等に伴う災害を防止するため、住宅造成及び特定盛土等規制法

（昭和36年法律第191号）の厳正な運用に努めること。 
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第６ 計画量等 
１ 間伐立木材積その他の伐採立木材積 

（単位 材積：千㎥ 面積：ｈａ） 

区分 

総材積 

 

主伐材積 

（面積） 

間伐材積 

（面積） 

総 数 針葉樹 広葉樹 総 数 針葉樹 広葉樹 総 数 針葉樹 広葉樹 

総
数 

総数 1,419 1,362 57 
794 

(2,007) 

737 

(1,530) 

57  

(476) 

625 

(7,587) 

625 

(7,587) 

－ 

前期 651 619 32 
324 

(825) 

299 

(616) 

32  

(208) 

320  

(3,819) 

320  

(3,819) 

－ 

後期 768 743 25 
470 

 (1,182) 

438  

(914) 

25  

(268) 

305  

(3,768) 

305  

(3,768) 

－ 

注 面積は、各伐採立木材積を単位面積当たり材積で割り戻した参考値である。 

 

２ 間伐面積（再掲） 
                     （単位 面積：ｈａ） 

区分 間伐面積 

総
数 

総数 7,587 

前期 3,819 

後期 3,768 

 

３ 人工造林及び天然更新別の造林面積 
                                                  （単位 面積：ｈａ） 

区分 総数 人工造林 天然更新 

総
数 

総数 2,007 1,491 516 

前期 825 659 166 

後期 1,182 832 350 
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４ 林道の開設及び拡張に関する計画 

 
（２）拡張計画 

（単位 延長：ｍ 面積：ｈａ 材積：㎥） 

番号 種類 区分 
位置 

（市町） 
路線名 

延長及び

箇所数 

利用区域

面積 

前後

期別 
備考 

総数 18路線 329/24    

前期  4路線 168/7    

後期 14路線 161/17    

  
  

萩市 
計 

17路線 
 

288/23 
 

5,378.81 
  

16 改良 林道 〃 二ツ峠線 9/1 155.43 前  

17 〃 林道 〃 尾浦野頭線 9/1 36.22 前  
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５ 保安林整備及び治山事業に関する計画 

（１）保安林として管理すべき森林の種類別面積等 

ア 保安林として管理すべき森林の種類別の計画期末面積 

                                                    （単位 面積：ｈａ）    

保安林の種類 
面積 

備考 
前期 後期 

総数（実面積） 14,625 15,105  

 水源の涵養のための保安林 6,992 7,088  

 災害防備のための保安林 7,253 7,637  

 保健、風致の保存等のための保安林 961 961  

            注 ２以上の目的を達成するために指定する保安林があるため、総数 

と内訳の合計は合致しない。 

 

イ 計画期間内において保安林の指定又は解除を相当とする森林の種類別の所

在及び面積等 

（単位 面積：ｈａ） 

指定 

解除別 
種類 森林の所在 

面積 
指定又は解

除を必要と

する理由 

備考 
総数 前期 後期 

指定 総 数 960 480 480   

水源かん養 

保安林     

 

総数 192 96 96 

萩市 112 56 56 

阿武町 80 40 40 

土砂流出防備 

保安林 

総数 768 384 384 

萩市 768 384 384 

阿武町 0 0 0 

保健保安林 総数 0 0 0 

萩市 0 0 0 

阿武町 0 0 0 

解除  必要に応じて行う。 
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（附）参考資料 
６ その他 

持続的伐採可能量 

 

  第１表 主伐（皆伐）上限量の目安（年間） 

単位 材積：千㎥ 

主伐（皆伐）上限量の目安（千㎥） 

267 

 

 

  第２表 持続的伐採可能量（年間） 
単位 再造林率：％ 材積：千㎥ 

再造林率 持続的伐採可能量 間伐立木材積 合計 

100 267 

63 

330 

90 240 303 

80 214 277 

70 187 250 

60 160 223 

50 133 196 

40 107 170 

30 80 143 

20 53 116 

10 27 90 

注１ 本表は地域における今後の伐採量水準の検討や、再造林施策の推進等に活用するための参考資 

料である。 

注２ 材積は伐採立木材積であり、素材換算材積ではない。 

 


